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お茶の水地理 第31号 1990年

日本の対米 ･対加直接投資の新展開

1. はじめに

第二次世界大戦後,とりわけ1970年代に入っ

て,世界の政治 ･経済体制には大きな変動がみら

れた｡

まず,1971年に発表されたアメリカ合衆国 (以

下アメリカ)の新経済政策は,ドルの金-の交換

禁止と輸入課徴金の実施を含むものであった｡金

とドルの交換性はIMF(国際通貨基金)の基礎で

あり,自由貿易がGATT(関税と貿易に関する一

般協定)の精神であるため,この新政策は,戦後

の自由世界経済発展の枠阻みであるIMF-GATT

体制の根底を揺るがすものであった (いわゆるニ

クソン ･ショック)｡これをうけて,1971年12月

にはスミソニアン協定が結ばれ,さらに1973年に

は変動為替相場制-の移行がみられた｡

ついで,1973年の第-次石油危機は,世界経済

に大きな影響を及ぼしたが,これは発展途上国に

おける資源ナシ ョナ リズムの高揚を示すもので

あった｡1974年には,国連で途上国の提案により

新国際経済秩序の樹立に関する宣言が採択されて

いる｡しかし,先進諸国の合意を得るには至らな

かった｡さらに,1979年の第二次石油危機では,

世界的な経済不況が生 じ,発展途上国における対

外累積債務問題が顕在化 した｡

こうした動きの中で,1975年以降,インフレ対

莱,経済政策の調整,第三世界との交渉など,経

済を重視した先進国首脳会議が毎年開かれている｡

1977年及び1978年には,アメリカ ･日本 ･西 ドイ

ツが中心となり,目標成長率の達成による世界経

済の牽引な ど機関車論 も議論 された｡そ して,

1985年 9月には,5カ国蔵相会議 (G5)のプラ

ザ合意で, ドル高是正が始まった｡

このような,パクス ･アメリカーナの崩壊にと

もなった,世界経済の多極化構造-の移行段階に

おいて,｢世界経済における諸国間,諸地域間の

相互依存関係の深化,その経済的相互関係の強

化｣ 1)がみられる｡こうした状況の下では,ある地
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域の産業の盛衰は,単に国内における産業構造の

変化,労働賃金の上昇,政府の産業政策 といっ

た,内的要因に影響されるのみではない｡それは

また,国際競争力の有無,為替相場の変動,外国

企業の経営戦略といった,政治 ･経済における対

外的要因によっても大きく左右される｡

ここでは,戦後深い結びつきを持つに至った日

本経済と北米 (アメリカ及びカナダ)経済との相

互依存について,日本の対外直接投資を一指標と

して考察する｡全体像を描 くためには,両国から

の対日直接投資や貿易といった,他の経済関係を

検討する必要があるが,それはまた別の機会に譲

るとする｡なお,直接投資や直接投資を通 じて国

際的な経済活動を行なっている多国籍企業に関す

る理論は,経済学や経営学ですでに論 じられてい

ることでもあり,ここでは割愛する｡

さて,対外直接投資は,長期国際資本移動の一

形態であり,投資先の事業を継続的に経営支配

(または経営参加)する事を目的として行なう投

資であると定義される｡その具体的形態 として

は,海外子会社の設立や既存外国企業の買収,海

外企業-の出資参加,またはこれら企業に対する

長期の金銭の貸付並びに,海外支店等の設置など

がある2)｡

間接投資は,投資から生ずる利子や配当,また

は売却収入を目的とするものである｡直接投資と

間接投資の区別は,事業経営-の参加を目的とす

るかどうかという点にあり,形態の上では共通し

ている面もある｡そのため,便宜的に両者の区別

を出資比率で行なっている｡日本では,1980年12

月に外国為替及び外国貿易管理法 (以下外為法)

の改正が行なわれ,出資比率が10% (1980年11月

以前は25%)以上が直接投資として分類されてい

る3)Oなお,大蔵省の届出 (1980年以前許可)ベー

ス統計は,4月 1日に始まり翌 3月31日に終わる

会計年度が採用され,投資の届出額 (許可額)が

示されており,実行額ではない｡また,撤退分は

差引がなされていない点で他の統計と比較する際

注意を要する｡
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対外直接投資は,基本的には受け入れ地域での

雇用の創出,資本,技術,経営ノウ-ウという,

経営資源のパッケージとしての移動により,地域

経済に貢献するというメリットを持っている｡た

だし,日本の場合,直接的には輸出入市場の開拓

･確保,天然資源の開発 ･確保を目的とする投資

がなされてきた｡もっとも,最近では先進工業諸

国との貿易摩擦を回避するため,また産業協力推

進のための投資が行なわれるようになってきてい

る｡しかしまた,後述のように,投機を目的とし

た投資もめだって増えており,受け入れ地域にお

ける直接投資のメリット･デメリットを総合的に

判断する必要性が生 じている｡

この論文では,まず,直接投資の一般的潮流を

概観 した後,アメリカ及びカナダでどのような投

資パターンがみられるのかを明らかにする｡次い

で,その要因となる投資環境の相違を比較 し,良

後に日本の投資が持つ地域への影響を併せて検討

する｡

2.直接投資の潮流変化

第二次世界大戦後の世界の直接投資の推移をみ

ると,当初は格段に優れた技術力,経営技術,豊

富な資本力をもって他を断然ひき離した第-の経

済大国アメリカからの対外投資ばか りの一方通行

であった｡アメリカ企業を中心に,石油や原料資

源開発のための対外投資が活発に展開された｡西

ヨーロッパ諸国や日本はなお戦後の経済復興に追

われており,外貨不足のため,対外投資はきびし

く規制されていた｡

1950年代後半 より1960年代後半に至る時期に

は,アメリカ企業の直接投資はヨーロッパ市場に

おける製造業および商業分野に重点を移 した｡

｢欧州諸国の経済復興,通貨交換性の回復,資本

自由化の進展等が欧州市場の魅力を高め,積極的

な投資誘引を形成するとともに,欧州共同体の創

設によって参入障壁が高められること-の懸念か

ら,現地生産-の動きが促進されたのである4)｡｣

このアメリカ企業のヨーロッパへの大量進出は

『アメリカの挑戦』5)としてヨーロッパの危機感

を高めた｡

一方,経済復興を終えたヨーロッパ企業は,吹

州域内や旧植民地を中心とする発展途上国に徐々

に直接投資を始めた｡日本は,1951年より対外直

接投資が再開されたが,外為法によるきびしい規

制下に置かれていた｡

1970年代にはいると,アメリカ企業による海外

直接投資の相対的退潮がみられる反面,西ヨー

ロッパ諸国並びに日本からの企業の海外進出が活

発化し,特に対米直接投資が著 しく増大 した｡

1981年には第二次世界大戦後初めて資本の流れに

逆転現象がみられ,アメリカは資本の純流入国に

転 じた｡1985年のG5プラザ合意以後,急激な円

高 ･ドル安はアメリカの債務国化と日本の債権国

化を進展させた｡

このような,国際資本移動の変化を起こした要

因としては,技術革新の停滞にともなうアメリカ

企業の世界における優位性の喪失と国際競争力の

低下,双子 (財政収支と貿易収支)の赤字,ドル

相場の下落およびアメリカの高金利などが指摘さ

れる｡保護貿易-の対応としての現地生産の指向

や投資市場としてのアメリカの優位性 (後述)も

見逃すことのできない要因である｡

3. 日本の海外直接投資の推移

第 1表の 日本の対外直接投資水準によると,

1968年,1972年,1978年,1981年および1986年が

戦後の投資史の上でメルク･マールとなっている｡

これは,日本経済の発展史の諸段階とも対応して

おり,そういう点で対外直接投資額は経済状況の

バロメーターとも言える｡

1950年の朝鮮戦争勃発による特需は,日本の戦

後経済の復興に大きな役割を果たした｡戦後の対

外直接投資は,1951年のアメリカ-の商社による

投資で再開された｡しかし,民間による対外直接

投資は厳 しい規制の下に置かれ,アラスカパルプ

(1953年),ブラジルのウジミナス製鉄所 (1957

午),アラビア石油 (1958年),北スマ トラ石油

(1960年)がナショナル ･プロジェクトとして推

進された｡

1960年の所得倍増計画の開始と共に,革新的技

術の積極的導入と旺盛な設備投資により,日本の

産業は重化学工業化が進み,その国際競争力も高

まった.こうして,1973年の第一次石油危機に遭

遇するまで,日本経済は高度成長を続けることに

なった｡
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第 1表 日本の海外直接投資額

お茶の水地理 第31号 1990年

(百万ドル,%)

年 度 世界的) アメリカ(B) B/A% カナダ(C) C/A%

283 87
164 7
98 16
126 51
119 26
159 33
227 71
275 53
557 145
665 119
904 94
858 216

2,338 356
3,494 801
2,395 498
3,280 846
3,462 663
2,806 686
4,598 1,282
4,995 1,345
4,693 1,484
8,931 2,354
7,703 2,738
8,145 2,565
10,155 3,359
12,217 5,395
22,320 10,165
33,364 14,704
47,022 21,701

186,356 71,860

1
8
4
0
0
9
4
1
3
2
9
6
8
2
3
1
7
7
6
4
0
6
3
6

1

2
3

4
1
9
1
5
1
5
5
8
4
8
9
1
6
6
3
8
0
7
5
2

3

1

1
1
1
1
1
1
2
6
6

23

7
3
3
5
8
8
3
3
0
9
4
2
2
9
8
8
2
4
9
9
6
4
3
5
1
2
5
1
2

6

0
4
6
0
1
0
1
9
6
7
0
5
5
2
0
5
9
4
7
6
1
6
5
1
3
4
5
4
6

8

3

1
4
2
2
3
1
2
1
1
2
1
2
2
2
1
2
2
2
3
2
3
3
3
4
4
4
4

3

2
7
5
2
5
0
6
2
2
2
8
5
7
8
9
4
9
2
7
8
8
2
0
3

7

2
6
1
7
1
1
1
2
3
2
1
2
1
1
1
2
1
2
1
1
0
1
2
1

1

資料 :大蔵省統計

注) (1) 1951-1965

その間,1964年には日本は,経済協力開発機構

(OECD)-の加入が認められ,また,IMF8条国

(国際収支の赤字理由による為替制限はできず)

への移行もおこなわれて,為替自由化に踏み出し

た｡めざましい経済発展により,日本の国民総生

産 (GNP)は1966年から68年にかけて,フラン

ス,イギリス,西 ドイツのそれを追い越 し,自由

世界第二位 となった｡しかし,高度経済成長期を

通して,日本は常に国際収支の悪化に悩まされ,

輸出振興は最優先的な政策課題であった6)0

このため,対外直接投資も輸出促進の為の商業

投資と,木材 ･パルプ,鉱業など資源確保のため

の資源開発型投資が主流をな していた｡また,

1960年ころ日本経済は完全雇用の域に達 し,労働

賃金の上昇と相まって,織経など労働集約的産業

がアジアなどの発展途上国-その生産拠点を移し

始めた｡

1968年,日本は国際収支上,純債権国に転 じ,

この年以降,国際収支が黒字基調を示 した｡ ま

た,諸外国の圧力もあって,1969年10月以降,投

資の自由化措置が開始された｡

1ドル-360円の単一 レー トから,1ドル-308

円-の変更 (1971年12月),さらに1973年には変

動相場制への移行により,円の価値も大幅に上昇

し,直接投資も本格化 し始めた｡1973年はまた,

アメリカから日本向け大豆 ･綿実の輸出停止がな

された｡第一次石油危機の発生したこの年以降,

日本の産業構造の重点は,高付加価値産業,先端

産業-と移っていった (-イテク化)0

このため,労働集約型産業に加えて,-ネル
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第 2表 業種別海外直接投資額 (1988年度末累計)
(百万 ドル,%)

カ ナ ダ

1,965 1.1 900 1.3 34
2,669 1.4 434 0.6 59
2,099 1.1 592 0.8 784
6,540 3.5 2,304 3.2 7
7,671 4.1 2,448 3.4 106
4,716 2.5 2,588 3.6 22
10,196 5.5 5,866 8.2 86
6,956 3.7 2,692 3.7 337
7,031 3.8 4,657 6.5 27

49,843 26.7 22,481 31.3 1,462

1,054 0.6 290 0.4 64
632 0.3 152 0.2 4

13,949 7.5 1,138 1.6 508
1,443 0.8 687 1.0 9

20,011 10.7 ll,350 15.8 343
41,876 22.5 ll,954 16.6 416
12,759 6.8 4,725 6.6 134
12,342 6.6 234 0.3 5
20,599 ll.1 15,597 21.7 185
7,334 3.9 2,068 2.9 84

3,919 2.1 706 1.0 8
595 0.3 477 0.7 8

186,356 100.0 71,860 100.0 3,231

材

食
織
木
化

鉄
機
電

輸
そ

製

小

農
漁
鉱

建

商

金
サ
運
不
そ

融

一

動

料
維
プ
学
鉄
械
機
機
他

業
業
業
業
業
業
業
業
業
他

州

非

送
の
計

林
㌘

約
,,転

の

支 店
不 動 産

2

1

4

1
8
3
2
3
7
7
4
8
2

1
1
4
0
3
0
2
0
0
5

0
1
7
3
6
9
2
2
7
6

2
0
5
0
0
2
4
0
5
2

=

=
日日

合 計

資料 :大蔵省統計

江) 1980年の外為法の改正により,1981年度より運輸業 ･不動産業の分類が開始される一方,不動産取得の届出は不要となっている｡

ギー多消費型産業など相対的に国際競争力を失っ

てきた産業もその生産拠点を海外-移 していった｡

さらに,エネルギー源を確保するため,先進国 ･

途上国を問わず,石油 ･石炭 ･LNG開発案件-投

資がなされた｡また,大豆の輸出停止や将来にお

ける食料危機-の対策として,農業部門-の直接

投資 も行なわれた｡なお,この頃から,日本 と先

進工業諸国 との間の貿易摩擦が激化 し,そのた

め,電機工業部門など-の直接投資を通 じて,輸

出の一部を現地生産に切 り換え始めた0

1979年の第二次石油危機以降の動きについてみ

ると,まず ,国際的な金融の自由化の流れの中

で,1980年に外為法が改正され,直接投資の原則

自由が実現 した｡さらに,1985年のプラザ合意以

降,円高 ･ドル安 とな り,直接投資に拍車がか

かった｡ こうして,日本からの金融 ･保険業-の

直接投資が急激に進行 し,また,海外-の不動産

投資も大幅に増加 している｡他方,世界経済の景

気の回復 とともに,日本 と先進国との貿易摩擦は

激 しさを増 し,その緩和策 として自動車産業等,

先進国の製造業-の投資が活発化 している｡さら

に,1988年調印の米加 自由貿易協定や1992年の

EC市場統合を前にして,域 内に生産拠点を作 る

ための製造業投資も増えている｡

4. 日本の対米直接投資

第 1表が示すように,1988年末累計の対米直接

投資額は718億6000万 ドル (大蔵省届出統計7))

で,これは全世界-の対外直接投資の38.6%を占

める｡アメリカは日本にとって最大の投資先であ

る｡対米直接投資額は,全世界-の投資額-の増

加パターンと平行 してお り,特に,1985年以降

は,40%を上回る投資がアメリカ-向けられてい
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第 3表 業種別対米直接投資額

お茶の水地理 第31号 1990年

(百万 ドル,%)

午 1951-1983 1984 1985 1986 1987 1988

材

食
織

木
化
鉄
機
電
輸
そ

レノ0ヽノ

小

非

送

の
計

料

維
プ
学

鉄
械
機
機
他

農 ･ 林 業
漁 ･ 水産業
鉱 業
建 設 業
商 業
金 融 ･保 険 業
サ ー ビ ス 業
運 輸 業
不 動 産 業
そ の 他

支 店
不 動 産

tI

0
4
9
7
2
1
9
3
3
7

1
0
0
3
4
4
6
3
6
0

1
4

8
6
7
1
3
9
4
2
7
6

0
9
8
1
0
8
9
1
3
3

2

1
8
9
8
4
7
5
8

1

3
8

0
9
4
6
6
2
5
6
8
8

1
0
0
3
2
3
1
3
2
9

1

2

9
2
5
5
9
7
5
8
8
8

4
3
6
3
8
7
8
2
1
7

1
1

5
3
4
6
5
4
3

1

4

6
2
4
9
2
5
5
5
2
0

0
0
0
2
2
4
5
2
2
12

6
0
5
3
1
0
4
0
9
8

6
2
4
9
2
6
6
5
1
3

2
2
4
5
2
2

1

2

8
0
1
4
3
5
4
3
5
3

0
0
0
1
2
4
7
4
1
22

3
1
5
7
5
2
8
4
9
3

4

7
2
4
9
3
7
0

1
2
3
2

21

7
4
5
5
3
4
1
6
5
1

1
0
0
3
1
2
7
4
2
4

1

3

7
5
6
8
8
2
8
5
5
5

5
1
1
1
7
8
3
5
00
4

1
3

2
1

11

3
0
7
8
6
6
0
9
9
9

2
1
1
2
2
2
9
4
1
82

6
0
5
1
2
8
7
3
0
2

7
7
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る｡

一万,アメリカ商務省統計8)に よると,1988年

末の諸外国による対米直接投資残高は,3288億

5000万 ドルにのぼ り,第一位はイギ リスの1019億

900万 ドル,第二位は 日本の533億5400万 ドル と

なっている｡1987年末までは,日本はイギ リス,

オランダに次ぎ第三位であった9)｡ 日本か らの投

資は急速に伸びてお り,受け入れ国にとっても重

要なものとなっている｡

第 2表の大蔵省統計によると,1988年度末累計

額 の31.3%が製造業 向けであ る｡ うち ,電機

(8.2%)には,1971年 カ リフォルニア州の ソ

ー,1974年イ リノイ州の松下によるカラーテレ

ビの現地生産から始まって,1988年 ソニーによる

CBSレコー ド社の買収 (20億 ドル)10)までが含まれ

ている｡

輸送機 (3.7%)は,自動車メーカーによる貿易

摩擦回避型の投資を表わ している｡1970年代にア

メリカに進出していたのはオ-イオ州でホンダ1

社であったが (1982年生産開始),1981年以降の

対米乗用車輸出自主規制に対応するかたちで,一

部自動車メーカーが現地生産に切 り換え,1987年

度に設立された富士重工 ･いすずの合弁会社を含

め,現在 7社が進出している11)0

この他,機械 (3.6%),鉄 ･非鉄 (3.4%)及び

化学 (3.2%)にも投資がなされている｡第 3表の

1988年度その他製造業投資には,ブリジス トンに

よるファイアース トーン社の大型合弁 ･企業買収

(以下M&A)(26億 ドル)が含まれる｡

また,アメリカ-の商業投資額は,113億5000

万 ドル (15.8%)であ り,世界全体-の同業種-

の投資額の56.7%を占めている｡これは総合商社

の在米子会社やメーカーの販売子会社のための投

資であ り,日米貿易に大きく関与 している｡特に

9大総合商社はアメリカで無視できない影響を

持っている｡また,メーカーの販売子会社は,日
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第 4表 業種別対加直接投資額
(百万 ドル,%)
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資料 :大蔵省統計

本からの輸出品と現地生産品を販売するため強力

な小売網を構築 している｡

ところで,製造業に次いで多いのが,不動産業

-の投資12)である (155億9700万 ドル,21.7%)0

それも第 3表が示すように,1984年以降急速に増

えている.1987年には ワール ド･トレー ドセン

ター,ティシュマンビル,シティコープセンター

(部分)等,大型 ビル買収のための投資や,大型ディ

ベロッパーによるロサンゼルスやニューヨークで

の都市再開発事業のための投資がなされた13)0

このような不動産投資急増の要因は, 1)円高

により海外不動産に割安感が出てきたこと,2)

国内での過剰流動性に加え,日本国内が低金利で

あったため資金の運用先に乏 しかったこと,3)

首都圏を中心とする地価高騰により海外不動産の

方が高い投資利回 りを期待できること,などであ

る｡投資家の範囲も,不動産会社や生命保険会社

を中心として業種 も多岐にわたっている14)｡

アメリカ-の不動産投資は,日本から世界全体

に対する同部門-の投資額の実に75.7%にものぼ

る｡このため,1989年のロックフェラーセンター

買収の反響を待つまでもなく,日本のオーバープ

レゼンスに対する警戒論が高まっている｡

金融 ･保険業-は,119億5400万 ドル,全体の

16.6%にあたる投資がなされている｡第 3表が示

す ように1985年以降急速に額が伸びている｡これ

は,日本の商業銀行による日系進出企業との取引

を狙いとした現地法人,支店または駐在員事務所

の設置のための投資であったが,最近は既存の金

融会社の買収が活発化 している｡例えば,1988

午,東京銀行によるカリフォルニア州第五位のユ

ニオン ･バンクの買収 (7億5000万 ドル)など15)0
現地銀行買収の場合,わが国の国内法の適用対象

外 となるため,そのまま証券業務を継続でき,そ
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のノウ-ウ取得が可能となるメリットもあるので

ある16)0

アメリカ-の金融 ･保険業の投資額は,日本か

ら同業種-の世界全体の投資額の28.5%を占める｡

世界的な金融資本市場の自由化の流れの中で,と

りわけ,1984年の日米円 ･ドル委員会及び1985年

のアクション ･プログラムを経て,銀行,証券,

生命保険会社の国際的相互浸透が進展した｡しか

し,ここで問題となるのは,投資の相互依存構造

が,現実経済と結びついている直接投資の場とい

うよりも,世界市場を股にかけたマネーゲームの

場として急速に深化拡大している点である17)0

5. 日本の対加直接投資

カナダ経済の発展は,歴史的に外資の導入に

よってなされてきた｡最初はイギリス資本で第二

次世界大戦後はアメリカ資本である｡とりわけ,

製造業と鉱業における外資比率が高い｡1988年末

時点の諸外国の対加直接投資残高 (推計高)は,

1103倍カナダ ドル (以下Cドル)であった｡この

中で,アメリカからの投資額は763億 C ドル (全

体の69.2%)で最も多い｡ついでイギ リスが137

億C ドル (同12.4%)であった｡日本からの対加

投資は,1980年末の6億Cドルから1988年末の31

億 C ドルと増大 し,またその割合 も 1%か ら

2.8%-と伸びている18)｡日本からの直接投資は,

トル ド-政権下の ｢第三の選択｣時代にも選別的

ではあったが,また,現マルローニ政権下でも歓

迎されている｡

日本からカナダ-の直接投資は,大蔵省統計に

よると1988年末までに,日本から世界全体-の同

投資の1.7%にあたる32億3100万 ドルとなってい

お茶の水地理 第31号 1990年

る｡この中で,45.2% (14億6200万 ドル)が製造

業に向けられている｡中でも,カナダの資源とエ

ネルギーを利用する木材 ･パルプ向けが全体の

24.3% (7億8400万 ドル)にものぼっている｡特

に,1987年,1988年 (第 4表)には,大規模な投

資がなされている｡これは,大昭和製紙による5

億5000万Cドルのパルプ工場の北アルバ-タでの

新設19),また同社による総額 5億6500万C ドルの

現地会社 2社の買収等によるものである20)0

また,輸送機-は 3億3700万 ドル (10.4%)の

投資があり,過去 3年間に集中している｡ これ

は,自動車の貿易摩擦回避を狙 う自動車メーカー

や自動車部品メーカーが,カナダで現地生産を行

なうべ く工場を設立したからである｡オンタリオ

州にはホンダ (1984年),トヨタ (1986年),鈴木

(1986年,GMとの合弁)が進出し,すでに操業を

開始している｡

次に,鉱業-は 5億800万 ドル (15.7%)の投資

が主として資源州であるブリティッシュ ･コロン

ビア州 (以下BC州),及びアルバータ州において

なされている｡1970年代には,燃料用一般炭と鉄

鋼用原料炭確保のための石炭開発投資ならびに,

オイルサンド開発投資が中心となった｡1984年度

の鉱業投資は,1982年度に引続きBC州 のクィン

テット炭とブルムース炭 (2件合計3500万 ドル)

を含んでいる21)0

また,商業投資は 3億4300万 ドル (10.6%)

で,これは主に 9大総合商社の現地法人の設立

や,メーカーの販売子会社の設置によるものであ

る｡日加貿易をスムーズに運ぶため,またカナダ

市場を開拓するため,トロンTlを中心とし,ヴァ

ンクーヴァ-やモントリオールなどの大都市にそ

の活動拠点が置かれている｡

第 5表 国土 ･人口 ･GNP

国 土 人 口 名目GNP 1人当た りGNP
(千kd) (百万人)1) (US$10億)2) (Us令)2)

合衆国 9,373 246.33 4,527 18,570

カナダ 9,976 25.95 411 16,020

日 本 378 122.61 2,387 19,553

資料 :経済広報センター (1989) .'Japan1990.IAnInternationalComparison,6,12ページ｡

注1) 1988年央
2) 1987年
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第 6表 国内総生産 (GDP),1987年
(単位 :%)

農林水産業 鉱工業1) 建設業 卸売 .小売業 運輸業 .通信業 その他2)

合乗国 2.0 24.3 4.9 17.2 6.1 45.5

カナダ3) 3.0 25.8 5.5 12.0 6.3 47.4

資料 :前掲,Jaf･an1990,13ページ｡

注 1) 電気 ･ガス ･水道業を含む

2) 金融 ･保険,不動産,サービス業,公務を含む

3) 1985年

金融 ･保険業 向け投資 は 4億 1600万 ドル

(12.9%)である｡1986年 より連邦政府 ･オンク

リオ州政府は,金融分野における規制緩和政策を

採ってお り,これを反映して,住友,東海,太陽

神戸,大和の 4銀行が現地法人を設立 した22)｡ ト

ロント-の邦銀,証券会社,保険会社の進出がめ

ざましい｡

アメリカと比較すると少ないが,不動産業-も

投資が 1億8500万 ドル (5.7%)みられる｡不動産

･リゾー ト開発関連の投資が増え,特に日本や香

港のオーバープレゼンスはここでも問題となって

いる｡

6. 投資環境の比較

さて,広大な国土を持ち,豊かな資源国であ

り,また先進工業国であるアメ リカとカナダで

は,なぜ,このような日本からの直接投資パター

ンの相違が見られるのであろうか｡それは,受け

入れ国側の投資環境の相違によるものだと言える｡

以下,両国の経済的,政治的,社会的,地理的要

因の比較検討をしてみたい｡

第 5表が示す ように,アメリカの国土面積は,

937万3000k招 (世界第 4位)で,カナダのそれは

997万6000kd(同 2位)である｡両国とも広大な国

土を持ち,かつ,資源に恵まれた国である｡国連

の推定1988年央人 口は,アメ リカが 2億4633万

人 ,カナダは2595万人である｡ 1987年 の名 目

GNPは,アメリカが 4兆5270億 ドル,カナダが

4110億 ドルであ り,1人あた りのGNPは,アメリ

カが 1万8570ドル,カナダが 1万6020ドルであっ

た｡ これがカナダがアメリカの十分の-経済と言

われる所以である｡

第 6表は,1987年の時点においてアメリカの農

林水産業がGDPのわずか2.0%を占めているのに

すぎず ,第二次産業 の鉱工業24.3%,建設業

4.9%,第三次産業は68.8%を占め,脱工業化,悼

報化産業-移行 している状況を示す｡カナダ経済

も,1985年時点において,農林水産業はGDPの

3.0%,第二次産業 の鉱工業25.8%,建設業

5.5%,第三次産業65.7%と,アメ リカと同様な

産業構造を示 している｡1987年の雇用者分布につ

いても,アメリカとカナダでは,第三次産業従事

者がほぼ全体の 7割に達 している23)｡数値を見る

限 り,両国とも先進工業国である｡

ここで,宍戸 ･山田はアメリカの投資環境に関

して,その優位性を次のように分析 している24)0

1) 市場の魅力-世界の他地域と比べたアメリ

カ市場の巨大性,多様性,高い成長性,

2) 経営資源の魅力-アメリカに存在する豊富

な資本,労働力,技術,企業経営能力,さらには

低 コス トの物的資源 (エネルギー,素材等),

3) 安全性 (小さなカントリー ･リスク)-第

一次石油危機後,世界が経済的,社会的,政治的

に混乱 した中で,アメリカが示 した経済,社会の

安定性,

4) 対米投資能力の増大-ヨーロッパや 日本を

母国とする多国籍企業が資本力,技術力,経営能

力等で次第に成長 し,アメリカ企業に対する競争

力をつけた,

5) 対米輸出の困難化-アメ リカ製造業は,

1960年代のベ トナム戦争以来国際競争力が低下

し,保護貿易主義化,

6) ドル安-の対応-1978年並びに1985年の急

激な ドル安のため,アメリカ現地生産 コス トと輸

出コス トの差が大幅に縮小,
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7) 各州が地域開発や失業べらしのため金融面

その他の企業誘致措置をとった (但 し,国内企

莱,外国企業の別なし)｡

このようなアメリカ投資環境をカナダの投資環

境と比較してみよう｡

まず,市場の魅力であるが,巨大な ｢規模の経

済｣が期待できるのがアメリカ市場であり,カナ

ダはその十分の-と市場の狭小さは投資誘引のボ

いレ･ネックとなっている｡またアメリカには,

ボス トンからワシントンにかけてのメガロポ リ

ス,ミルウォーキー,シカゴからピッツバーグ,

バファローにかけての五大湖メガロポリス,サン

フランシスコからサンディエゴにかけてのメガロ

ポリス等,人口の集中地域がいくつかあり,マー

ケティングの的を絞 りやすい｡

一方カナダでは,オンタリオとケベック両州に

かけての人口が総人口の約 6割で,しかも,その

大部分がウィンザーからケベック･シティにかけ

ての工業地帯に集中している｡しかし,残 りの4

割の人口がBC州,アルバータ州,及びアメリカと

の国境沿いに広がっている｡このように,一部を

除き,広大な国土に希薄に広がった市場を開拓す

るのは非効率とみなされがちである｡また,西部

東部間の輸送コス トも大にな りがちである｡

アメリカには優れた経営技術,技術開発力の蓄

積があり,多様な工業生産力が存在している｡一

方カナダは,-イテク産業の一部,即ち航空宇宙

産業やテレコミュニケーション産業等,国際的競

争力で優位にたつものもあるが,一般に,製造業

は厚みを欠いている｡それは第一に,カナダ経済

がアメリカ経済の十分の-しかないことによる｡

また,製造業は,アメリカの外資企業が主力であ

り,独自の研究開発が遅れている｡主な製造業で

ある自動車産業もアメ1)カのビッグ ･スリーのカ

ナダ法人であり,経済自体が,アメリカの分工場

化している｡

エネルギー ･コス t (安い電力)や工業用地価

格では,カナダの方が有利であるが,一般に,労

働力については,組合の組織率も低 く賃金も安い

サンベル ト地域の存在するアメリカの方が有利で

あり,投資誘致を行ないやすい｡

カナダはアメリカの北に位置し,気候的にもき

びしい｡冬の寒さは地域の経済活動を不可能にす

ることもあ り,暖房費もかさむ｡また,アメリカ

お茶の水地理 第31号 1990年

に比較すると,インフラス トラクチュアが整備さ

れていないところが多い｡

アメリカの外資政策の基本は,伝統的に門戸開

放であり,外国投資を歓迎する政策をとってきた｡

むろん,銀行,鉱業,通信,航空等の特定部門-

の禁止 ･制限はあるが,これは程度の差こそあれ

各国とも似たようなものである｡一万カナダは,

現在の進歩保守党が1985年 カナダ投資法を施行

し,外資歓迎姿勢を内外に鮮明に打ち出した｡ し

かし,それ以前は自由党 トル ド-政権下で経済ナ

ショナリズムが提唱されてお り,1974年のFIRA

(外資審査法)によってカナダに利益をもたらす

外資の選別が行なわれてきた｡このため,この間

カナダを迂回した外資も存在した｡

進歩保守党政権下のカナダでは,大陸主義的方

向が採 られ ,1988年には米加 自由貿 易協 定

(FTA)の調印がなされた25)0 1989年に発効した

この協定は,10年以内に,米加両国間の一切の関

税撤廃,また大幅な非関税障壁の撤廃を行ない,

北米自由貿易市場の構築を目指している｡このた

め,諸外国は域内に生産拠点や商業活動の基点の

設置を進めているが,この協定の恩恵に与るに

は,原材料や部品の現地調達や生産の増加によ

り,現地調達 (ローカル ･コンテソ ロ 比率を

50%以上達成しなければならない 26)0

さらに自動車については,1965年の米加自動車

協定 (AutoPact)が存在し,カナダ側では一定の

生産義務,北米現地調達率60%を満たすことで,

アメリカ及び第三国から自動車,同部品を輸入す

る際に関税が免除されることになっている｡しか

し,FTAの下ではこの調達率は事実上さらに上

昇すると考えられる｡またFTAの下で米加 自動

車協定に加入できるのほ現加入企業に限られ,未

加入企業は関税面で不利な状況となる27)｡ これら

の点は,外国の自動車メーカーが対加投資を行な

う際の懸念材料ともな りうる｡

世界的な金融の自由化措置と,高速度データ処

理通信装置によって,ロンドン,ニューヨーク,

東京は,世界の三大金融センターとな り,三市場

合わせた外為取引額は,1986年 3月の時点で,モ

ノとサービスの世界貿易金額の16倍以上にのぼっ

ている28)｡このように,世界的規模における資金

取引がモノ ･サービスの取引を圧倒するような事

態が,空間的表象をともなって現われている｡
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第 1図 日系メーカーの海外生産拠点図

資料 :ジェトロ白書 投資編 ･1989,27ページ0

日本の銀行は,円高の影響 もあ り,総資産 で

続々とアメリカの銀行を追い越 し,また,邦銀に

よるこれらの銀行の買収が次々と行なわれている｡

すでに述べた通 り,国内法の適用外となるため,

銀行が証券業務を兼ねることも可能で,異業種の

ノウ-ウ獲得のため進出を図るものもある｡カナ

ダも,1980年銀行法改正により,カナダ国内にお

ける外国銀行による銀行業務の開始が一定の限度

内で認められ,その後も金融規制緩和方針が採ら

れている29)｡ しかし,アメリカに比べてデ レギ ュ

レーションはまだ遅れている｡

このように,米加両国における投資環境を比較

してみると,一般的にアメリカの万がカナダより

良好であると言 ってよいように思われる｡ しか

し,このことは,アメリカの投資環境が完壁であ

ることを意味するものではない｡アメリカには,

カナダには存在 しないような投資阻害要因がある

からである｡最後にこの点について簡単にみてお

こう｡

まず,政治や社会が安定 しているアメリカで

は,カントリー ･リスクは小さいが,世界で最 も

激 しい競争市場であるため,ビジネス ･リスクは

高い｡また,アメリカ市場では,中進国とも競争

しなければならない｡

プェルトリコ7
巨]

(1988年 5月)アメリカ (837工場)

アメリカ各州の国際ユニタリー (合算)課税制

度は,親子会社全体の所得を合算 し,資産 ,袷

与,売 り上げの割合から州所在企業の課税対象額

を算定する州 レベルの法人所得税制度である30)｡
日本,イギ リス,カナダ等の撤廃要求もあ り,

1984年から1986年にかけて 9州が税制を改正 し,

この中には,カリフォルニア州も含まれる｡ しか

し,カリフォルニア州のユニタリー課税制度の改

正は,外国企業にとり必ず しも改善とばか りは言

えない点がある｡また,アラスカ,モンタナ,

ノースダコタの 3州は同制度を有する31)0

さらに,1988年包括通商 ･競争力法では,それ

まで明確な根拠がなかった外国企業による企業買

収を,国家安全保障の観点から差 し止める権限を

規定している (エクソン条項)32)｡今後,ますます

増える-イテク産業-の投資により,アメリカ企

業の買収を断念,あるいは買収内容を変更する

ケースが多 くなるものと考えられる｡

7.地域への影響

円高,貿易摩擦の激化,及び米加自由貿易協定

の調印を背景に,現地生産で市場シェアを守るべ

く,日本からアメリカ製造業-の投資は急速に伸
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びている｡第 1図が示すように,日系メーカーの

生産拠点はカリフォルニア州を筆頭に,南部 ･西

部のサンベル ト地帯,また,五大湖周辺にも広

がっており,在米日系工場全体の雇用数は18万人

と推定されている33)｡ 日本企業による製造業投資

は,これらの地域に雇用の創出,地域開発,生産

能力 (経営資源)の増強をもたらすものであった｡

しかし,最近はM&A形態による進出のため,

企業の買収を通 して設備,販売網,技術の蓄積を

そのまま利用することができるようになった｡こ

のため,投資家にとっては短期間で生産を開始で

きるというメリットが生 じても,新規工場設立と

比較すると,直接投資による地域へのメリットが

減少している｡さらに,現地生産が ｢輸出代替｣

を主目的としているため,アメリカから日本-の

製品輸入は増加せず,そのため日米間の貿易構造

にほとんど変化が生 じない結果となっている34)0

世界一大きな市場を持つアメリカ-は,1950年

代から,ひき続き商業投資が行なわれてきた｡ま

た,1970年代からは,成熟した日本のメーカーに

よる製造業投資,また,1980年代に入って,金融

業の進出がみられた｡これは,日米双方の産業構

造の変化を反映 したものであるが,特にアメリカ

経済の脱工業化 ･サービス業化 (あるいはいわゆ

る ｢空洞化｣) という機会を日本企業が巧みに利

用したものとも考えられる｡ここで,日本の製造

業投資が果してこの ｢空洞｣を充填 しているかど

うか,そしてまた,現在繰 り広げられている現実経

済から禾離 したマネーゲームが,どの程度地域経

済に貢献しているのかという大きな疑問が生 じる｡

最後に,アメリカ-の集中豪雨的な不動産業投

資は,投資摩擦を引き起こしている｡雇用効果や

生産能力の増大といった,直接的な経済効果を持

たない不動産業投資は,地価の上昇など,かえっ

て弊害をもたらすとみなされている｡

他方,カナダ-は,木材 ･パルプ工業並びに鉱

業といった資源関連型の投資と,輸送機を中心と

する製造業投資が中心となっている｡前者は,質

源生産州であるBC州やアルバ ータ州 向けであ

り,後者はオンタリオ州やケベック州などの工業

州である｡これはまた,カナダ国内における,也

域による経済構造の相違を反映 した ものである

が,この場合,地域間格差が所与の条件として固

定的に扱われているところに問題が残ると思われ

お茶の水地理 第31号 1990年

る｡カナダが今後長期的に地域間格差の解消を

図っていくとき,現在のような日本企業による投

資のあ り方がその妨げになる可能性は十分に考え

られる｡

アメリカに比べると小規模であるが,商業や金

融業-も投資がなされ,トロン1㌦ モントリオー

ル,ヴァンクーヴァーといった大都市でビジネス

が営まれている｡今後,投資量が増加するにつれ

て,アメリカの場合と同様の問題が生 じる可能性

がある｡

このように,直接投資に よって生 じる問題が

多々あるにもかかわ らず ,地域社会の活性化 と

言ったメリットを求める米加両国の州政府は,と

もに投資誘致に積極的で,アメリカの場合 ,1988

年末までに45にのぼる州政府関係機関が日本に事

務所を置いている35)｡これら州政府は,外国企業

誘致のために補助金や優遇措置な どのインセン

ティブを供与している36)0

日本と北米とは,長期的にみて良好な相互依存

関係を形成する可能性を持っている｡その中で,

日本企業の果たす役割はきわめて大きい｡なぜな

ら,日本企業は,｢長期的計画｣を採用することを

その特色の一つとしてきたからである｡ しかし,

従来のパターンでは,もっぱら市場システムの恩

恵に与した利益の追求に重点があったように思わ

れるOすでに,一部の日本企業は良き企業市民と

なるべ く努力を始めているが,今後さらにこのよ

うな企業が増加すると共に,地域の内発的発展を

助長する型の投資が拡大することが望まれる｡

本稿は,博士論文 ｢1951年以降総合商社による日本の

対米 ･対加直接投資｣の一部に加筆訂正を行なったも

のである｡数多くの方々にお世話に与かったが,今回は

特に大正海上基礎研究所の桜井真氏,大蔵省国際金融

局の田中和子氏,ブリティッシュ･コロンビア大学名

誉教授のフランク･ラングドン先生に御指導いただい

た.また,トロント大学-ヨーク大学ジョイント･セン

ターからは研究助成金をいただいた｡記して感謝の意

を表する｡
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